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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　記録材の搬送方向に対して直角となる方向に記録材を切断する第１切断部材と、
　前記搬送方向に対して平行な方向に記録材を切断する第２切断部材と、
　を有し、
　画像形成手段によって、前記搬送方向に２面、及び前記搬送方向に直角となる方向に２
面の計４面の割り付け部分の少なくとも１面に画像が形成された一枚の記録材の端部を切
断して残余部分を切り離す処理と、前記４面の割り付け部分を、前記第１切断部材、及び
前記第２切断部材によって分割する分割処理とを行い、分割された後の記録材のうち画像
が形成されている記録材を出力する切断装置であって、
　前記残余部分を収納する収納部を備えており、
　一枚の記録材に前記画像形成手段によって形成される画像の数と、前記一枚の記録材に
おける割り付け部分の数とから、前記分割処理によって分割された後の記録材に、画像が
形成されていない白紙があると判断された場合に、該白紙を前記収納部に収納すると共に
、
　前記４面の割り付け部分のうちの前記搬送方向に直角となる方向に並ぶ２面に画像が形
成されている記録材に対して前記分割処理を行って画像が形成されている記録材を出力す
る際は、前記搬送方向に直角となる方向に並ぶ２面の割り付け部分に形成された画像と残
りの白紙とを前記第１切断部材によって分割した後に、さらに分割された白紙を機外に出
力される記録材のサイズよりも前記第１切断部材によって小さく切断して前記収納部に収
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納する
　ことを特徴とする切断装置。
【請求項２】
　前記分割処理によって分割された後の記録材に白紙があると判断された場合に、分割さ
れた後の、画像が形成されている記録紙と前記白紙とを分別する分別手段を有することを
特徴とする請求項１記載の切断装置。
【請求項３】
　記録材に画像を形成する画像形成手段と、
　記録材の搬送方向に対して直角となる方向に記録材を切断する第１切断部材と、前記搬
送方向に対して平行な方向に記録材を切断する第２切断部材と、を有し、前記画像形成手
段によって、前記搬送方向に２面、及び前記搬送方向に直角となる方向に２面の計４面の
割り付け部分の少なくとも１面に画像が形成された一枚の記録材の端部を切断して残余部
分を切り離す処理と、前記４面の割り付け部分を、前記第１切断部材、及び前記第２切断
部材によって分割する分割処理とを行い、分割された後の記録材のうち画像が形成されて
いる記録材を出力する切断装置と、
　を備える画像形成装置であって、
　前記残余部分を収納する収納部を備えており、
　一枚の記録材に前記画像形成手段によって形成される画像の数と、前記一枚の記録材に
おける割り付け部分の数とから、前記分割処理によって分割された後の記録材に、画像が
形成されていない白紙があると判断された場合に、該白紙を前記収納部に収納すると共に
、
　前記４面の割り付け部分のうちの２面に画像を形成し、前記分割処理を行って画像が形
成されている記録材を出力する際は、前記搬送方向に直角となる方向に並ぶ２面の割り付
け部分に画像を形成した後に残りの白紙を前記第１切断部材によって分割し、さらに分割
された白紙を機外に出力される記録材のサイズよりも前記第１切断部材によって小さく切
断して前記収納部に収納する
　ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項４】
　前記画像形成手段によって一枚の記録材に画像形成する画像の数と、前記一枚の記録材
における前記割り付け部分の数とから分割された後の記録材に白紙があるかどうかを判断
し、前記白紙がある場合に、前記分割処理によって分割された後の、画像が形成されてい
る記録紙と、前記白紙と、を分別するための分別手段を動作させる制御部を有することを
特徴とする請求項３記載の画像形成装置。
【請求項５】
　トナー像を担持した記録材を定着ベルトで押圧加熱し、該記録材を該定着ベルトに密着
させたままの状態で該定着ベルトとともに冷却してトナー像を固化させ、トナー像が定着
した該記録材を該定着ベルトから剥離する定着装置を有することを特徴とする請求項３ま
たは４記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、切断装置および画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、複写機、プリンタ、ファクシミリ、これらの複合機など、主として電子写真
方式を用いた画像形成装置が広く知られている。このような画像形成装置としては、白黒
のみならず、フルカラーの画像形成を行うものも多く商品化されている。
【０００３】
　また、画像形成装置が様々な分野で使用されるのに伴い、画質に対する要求も益々高度
なものとなっている。特にフルカラー画像の画像品位を上げる要素として、光沢度の均一
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性の向上が求められている。
【０００４】
　光沢度を決定付ける要因の一つとしては、出力画像の平滑性が挙げられる。このような
要請に応え、トナー受容層として熱可塑性樹脂からなる透明樹脂層を設けた記録材に、熱
可塑性樹脂からなるカラートナーを転写して、加熱，溶融することによってカラー画像を
形成する方法が提案されている（特許文献１，２）。
【０００５】
　この画像形成方法において望ましい定着装置として、定着ベルトを備えた冷却分離系の
定着装置（以下、ベルト定着器）が提案されている。
【０００６】
　このようなベルト定着器としては、未定着トナー像を担持した記録材を耐熱フィルムか
らなる定着ベルトによって押圧しつつ加熱するように構成されている。また、このベルト
定着器においては、記録材を定着ベルトに密着した状態で冷却してトナー像を固化させた
後、記録材を定着ベルトから剥離する構成が採用されている（特許文献３，４）。
【０００７】
　このベルト定着器を用いることによって、トナー像は、記録材の透明樹脂層に埋め込ま
れた状態で定着される。記録材表面上の透明樹脂層およびトナー像は、ともにベルトの表
面形状にならって凝固する。これにより、記録材の全面が平滑面になるので、光沢性に優
れたカラー画像を得ることができる。
【０００８】
　このような冷却分離系の定着器を用いた出力画像は、高光沢となる。そのため、電子写
真方式の画像形性装置を用いて、昇華型や銀塩のような写真調の高光沢画質を得ることが
可能となる。
【０００９】
　また、このような画像形成装置に用いられる樹脂層を有する記録材としては、ガラス転
移温度が８５℃以下の熱可塑性樹脂を主成分とする樹脂層を、２０μｍ程度の厚さで塗工
した電子写真用転写シートが提案されている（特許文献５）。
【００１０】
　ところが、上述した冷却分離系のベルト定着器において、次のような問題がある。
【００１１】
　すなわち、上述した特許文献３，４に記載された冷却分離系のベルト定着器においては
、定着部において加熱および加圧された後、定着ベルトが冷却されて、記録材が剥離され
る。記録材の剥離後、定着ベルトは再び定着部に到達するまでに適切な温度まで加熱され
て、再度定着部において加熱および加圧が行われる。
【００１２】
　以上のような加熱から冷却までの温度サイクルを、定着ベルトが１周する間に実行する
ためには、それぞれ定着温度および剥離温度に到達するまでに十分な時間が必要となる。
これにより、ベルトの搬送速度が遅くなるので、単位時間当たりの出力枚数が低下してし
まう。
【００１３】
　そこで、出力枚数を向上させるために、定着ベルトの搬送速度を速くする方法も考えら
れるが、加熱、冷却のための消費電力が多大なものになり、実現が困難であった。
【００１４】
　そこで、高光沢で写真画質が要求される画像形成において使用される用紙サイズが小さ
い場合、そのサイズより大きなサイズの用紙に多数の画像を割り付けて画像形成を行い、
出力画像を別のカット機を用いて所望のサイズに切断する装置が提案されている。なお、
このような小さい用紙サイズとしては、Ｌ判サイズ（１２７ｍｍ×８９ｍｍ）、ＫＧ版サ
イズ（１５２ｍｍ×１０２ｍｍ）、ハガキサイズ（１４８ｍｍ×１００ｍｍ）などが挙げ
られる。
【００１５】
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　具体的に、連続紙印刷機において画像形成された成果物を切断する後処理機を有する印
刷システムが提案されている（特許文献６）。このような印刷システムを用いることによ
り、印刷される用紙サイズが、例えばＡ４サイズの場合、上述したＬ版、ＫＧ版およびハ
ガキの大きさであれば、それぞれＡ４の用紙１枚で４枚分の画像を出力可能となる。そし
て、この複数枚分の画像が形成された用紙を、所望のサイズに応じたカット機を用いて切
断することによって、所望のサイズの出力画像を得ることができる。
【特許文献１】特開昭６４－３５４５２号公報
【特許文献２】特開平０５－２１６３２２号公報
【特許文献３】特開平０４－２１６５８０号公報
【特許文献４】特開平０４－３６２６７９号公報
【特許文献５】特開２００３－０８４４７７号公報
【特許文献６】特開２００４－０５３８５７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　しかしながら、上述した装置においては、本体の画像形成と用紙の切断とが別々の装置
である。そのため、複数の画像が割り付けられた用紙を、ユーザがいちいちカット機で切
断する必要があり、ユーザにとっては非常に煩わしい作業を伴っていた。
【００１７】
　また、ユーザの所望とする出力画像の枚数と、切断されて生じる枚数とが異なる場合、
不要な出力物が混在してしまうという問題があった。例えば、Ａ４サイズの記録材にＬ判
サイズの画像を３画像分出力する場合、画像を４面にわたって割り付けて出力し、そのＡ
４サイズの記録材を４枚に切断するため、１枚分の白紙が混在してしまう。この場合、ユ
ーザがその１枚分の白紙を処分しなければならず、ユーザにとって煩わしい作業となる。
【００１８】
　したがって、この発明の目的は、ユーザにとって煩わしい作業を排除しつつ、高光沢の
出力画像の単位時間内の出力を増加させることができる切断装置およびこれを備えた画像
形性装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　上記目的を達成するために、この発明の第１の発明は、
　記録材の搬送方向に対して直角となる方向に記録材を切断する第１切断部材と、
　前記搬送方向に対して平行な方向に記録材を切断する第２切断部材と、
　を有し、
　画像形成手段によって、前記搬送方向に２面、及び前記搬送方向に直角となる方向に２
面の計４面の割り付け部分の少なくとも１面に画像が形成された一枚の記録材の端部を切
断して残余部分を切り離す処理と、前記４面の割り付け部分を、前記第１切断部材、及び
前記第２切断部材によって分割する分割処理とを行い、分割された後の記録材のうち画像
が形成されている記録材を出力する切断装置であって、
　前記残余部分を収納する収納部を備えており、
　一枚の記録材に前記画像形成手段によって形成される画像の数と、前記一枚の記録材に
おける割り付け部分の数とから、前記分割処理によって分割された後の記録材に、画像が
形成されていない白紙があると判断された場合に、該白紙を前記収納部に収納すると共に
、
　前記４面の割り付け部分のうちの前記搬送方向に直角となる方向に並ぶ２面に画像が形
成されている記録材に対して前記分割処理を行って画像が形成されている記録材を出力す
る際は、前記搬送方向に直角となる方向に並ぶ２面の割り付け部分に形成された画像と残
りの白紙とを前記第１切断部材によって分割した後に、さらに分割された白紙を機外に出
力される記録材のサイズよりも前記第１切断部材によって小さく切断して前記収納部に収
納することを特徴とする。
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【００２０】
　この発明の第２の発明は、
　記録材に画像を形成する画像形成手段と、
　記録材の搬送方向に対して直角となる方向に記録材を切断する第１切断部材と、前記搬
送方向に対して平行な方向に記録材を切断する第２切断部材と、を有し、前記画像形成手
段によって、前記搬送方向に２面、及び前記搬送方向に直角となる方向に２面の計４面の
割り付け部分の少なくとも１面に画像が形成された一枚の記録材の端部を切断して残余部
分を切り離す処理と、前記４面の割り付け部分を、前記第１切断部材、及び前記第２切断
部材によって分割する分割処理とを行い、分割された後の記録材のうち画像が形成されて
いる記録材を出力する切断装置と、
　を備える画像形成装置であって、
　前記残余部分を収納する収納部を備えており、
　一枚の記録材に前記画像形成手段によって形成される画像の数と、前記一枚の記録材に
おける割り付け部分の数とから、前記分割処理によって分割された後の記録材に、画像が
形成されていない白紙があると判断された場合に、該白紙を前記収納部に収納すると共に
、
　前記４面の割り付け部分のうちの２面に画像を形成し、前記分割処理を行って画像が形
成されている記録材を出力する際は、前記搬送方向に直角となる方向に並ぶ２面の割り付
け部分に画像を形成した後に残りの白紙を前記第１切断部材によって分割し、さらに分割
された白紙を機外に出力される記録材のサイズよりも前記第１切断部材によって小さく切
断して前記収納部に収納することを特徴とする画像形成装置である。
【発明の効果】
【００２１】
　以上説明したように、この発明によれば、画像形成が行われていない記録材が出力され
ないため、ユーザにとって煩わしい作業を排除しつつ、出力画像の単位時間内の出力を増
加させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、この発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。なお、以下の実施形
態の全図においては、同一または対応する部分には同一の符号を付す。なお、この発明は
、１枚の記録材に複数の画像を形成可能なカラー画像形成装置に適用して好適である。
【００２３】
　　　（第１の実施形態）
　以下、この発明の第１の実施形態について図面を参照しつつ説明する。図１に、この発
明による切断装置を接続させるのに好適な画像形成装置を示す。
【００２４】
　　（画像形成装置）
　この発明の第１の実施形態による画像形成装置は、電子写真プロセスを用いた４色フル
カラーのレーザプリンタである。この画像形成装置は、プリンタ本体Ａ、このプリンタ本
体Ａの上面側に配設したリーダ機構Ｂ、プリンタ本体Ａの図面上右側面側に連設した大容
量給紙装置Ｃを有して構成されている。
【００２５】
　プリンタ本体Ａ内は、図１中上右から上左に水平方向に、第１の画像形成部Ｐａ、第２
の画像形成部Ｐｂ、第３の画像形成部Ｐｃおよび第４の画像形成部Ｐｄが配設されている
。すなわち、この第１の実施形態によるレーザプリンタは、インライン構成のタンデム型
画像形成装置である。
【００２６】
　レーザ走査機構Ｄ（レーザスキャナＤ）は、第１～第４の画像形成部Ｐａ，Ｐｂ，Ｐｃ
，Ｐｄの上側に配設された複数の光走査手段を有する。転写ベルト機構Ｅは、第１～第４
の画像形成部Ｐａ，Ｐｂ，Ｐｃ，Ｐｄの下側に配設されている。定着装置Ｆは、転写ベル
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ト機構Ｅよりも記録材搬送方向下流側に配設されている。第１の給紙カセットＧ１と第２
の給紙カセットＧ２とは、転写ベルト機構Ｅよりも下側に上下２段で配設されている。
【００２７】
　手差し給紙トレイＨは、図１中プリンタ本体Ａの右側面側に配設されている。この手差
し給紙トレイＨは、プリンタ本体Ａに対して実線に示すように畳み込まれ格納自在に構成
されている。そして、手差し給紙トレイＨの使用時において、２点鎖線に示す開き状態に
なる。
【００２８】
　リーダ機構Ｂは、フルカラー原稿の画像情報を、光電変換素子（固体撮像素子（ＣＣＤ
））などにより、色分解読取り処理ができるように構成されている。レーザ走査機構Ｄは
、リーダ機構Ｂからのそれぞれの色分解読取り画像情報に対応して変調したレーザ光を、
それぞれ第１～第４の画像形成部Ｐａ，Ｐｂ，Ｐｃ，Ｐｄに対して出力する。
【００２９】
　図２に、第１～第４の画像形成部Ｐａ，Ｐｂ，Ｐｃ，Ｐｄおよび転写ベルト機構Ｅを示
す。これらの第１～第４の画像形成部Ｐａ，Ｐｂ，Ｐｃ，Ｐｄは互いに同様の構成である
。すなわち、第１～第４の画像形成部Ｐａ，Ｐｂ，Ｐｃ，Ｐｄは、像担持体としての電子
写真感光体ドラム（以下、感光ドラム１）を有する。また、それぞれの第１～第４の画像
形成部Ｐａ，Ｐｂ，Ｐｃ，Ｐｄは、この感光ドラム１に作用するプロセス手段としての全
面露光ランプ２（除電ランプ）、一次帯電器３、現像器４、転写帯電器５およびクリーナ
６を有して構成されている。
【００３０】
　第１～第４の画像形成部Ｐａ，Ｐｂ，Ｐｃ，Ｐｄの現像器４には、それぞれ供給装置に
より、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックのトナーが所定量充填されている。
【００３１】
　転写ベルト機構Ｅには、エンドレスの転写ベルト７と、この転写ベルト７を懸回張設し
た駆動ローラ７ａとターンローラ７ｂ，７ｃとが設けられている。これらのうちの駆動ロ
ーラ７ａが駆動モータＭによりタイミングベルト装置などの動力伝達装置を介して回転駆
動されることにより、転写ベルト７が矢印の反時計方向に所定の速度で回転駆動される。
転写ベルト７は、誘電体樹脂のシートによって構成されている。誘電体樹脂のシートとし
ては、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）樹脂シートや、ポリフッ化ビニリデン樹脂
シート、ポリウレタン樹脂シートなどを挙げることができる。そして、この誘電体樹脂の
シートの両端部が互いに重ね合わされて接合されたエンドレス形状、または継ぎ目を有し
ない（シームレス）ベルトが用いられている。
【００３２】
　フルカラー画像の形成動作について以下に説明する。すなわち、第１～第４の画像形成
部Ｐａ，Ｐｂ，Ｐｃ，Ｐｄが画像形成のタイミングに合わせて順次駆動する。その駆動に
応じてそれぞれの感光ドラム１が図２中の矢印方向（時計回り）に回転する。なお、同様
に、転写ベルト機構Ｅの転写ベルト７も回転駆動され、レーザ走査機構Ｄも駆動される。
この駆動に同期して、一次帯電器３により、感光ドラム１の表面が所定の極性，電位に一
様に帯電される。
【００３３】
　次に、図１に示すように、レーザ走査機構Ｄによって、それぞれの感光ドラム１の表面
に画像信号に応じたレーザビーム走査露光が実行される。これによって、それぞれの感光
ドラム１の表面に画像信号に応じた静電潜像が形成される。すなわち、レーザ走査機構Ｄ
は、光源装置から発せられたレーザ光を、ポリゴンミラー８を回転させることによって走
査させ、その走査光の光束を反射ミラーによって偏向し、ｆθレンズにより感光ドラム１
の母線上に集光して露光する。これにより、感光ドラム上に画像信号に応じた静電潜像が
形成される。形成された静電潜像は、現像器４によりトナー画像として現像される。
【００３４】
　上述した電子写真画像形成プロセス動作によって、第１の画像形成部Ｐａの感光ドラム
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１の周面にはフルカラー画像のイエロー色のトナー像が形成される。第２の画像形成部Ｐ
ｂの感光ドラム１の周面にはフルカラー画像のマゼンタ色のトナー像が形成される。第３
の画像形成部Ｐｃの感光ドラム１の周面にはフルカラー画像のシアン色のトナー像が形成
される。第４の画像形成部Ｐｄの感光ドラム１の周面にはフルカラー画像のブラック色の
トナー像が形成される。
【００３５】
　一方、大容量給紙装置Ｃ、第１の給紙カセットＧ１、第２の給紙カセットＧ２、手差し
給紙トレイＨの内の選択指定された給紙部の給紙ローラが駆動される。これにより、その
給紙部に積載収納されている記録材Ｐが１枚分離給紙される。そして、複数の搬送ローラ
、およびレジストローラ９を経て転写ベルト機構Ｅの転写ベルト７上に供給される。転写
ベルト７上に供給された記録材Ｐは転写ベルト７による搬送によって、それぞれの第１～
第４の画像形成部Ｐａ，Ｐｂ，Ｐｃ，Ｐｄの転写部に順次に搬送される。
【００３６】
　すなわち、転写ベルト機構Ｅの転写ベルト７が駆動ローラ７ａにより回転駆動されて所
定位置にあることが確認されると、記録材Ｐは、レジストローラ９から転写ベルト７に送
出され、第１の画像形成部Ｐａの転写部に搬送される。これとともに、画像書き出し信号
がオンとなる。
【００３７】
　この画像書き出し信号がオンになったことを基準として、所定のタイミングで第１の画
像形成部Ｐａの感光ドラム１において画像形成が実行される。そして、感光ドラム１の下
側の転写部において転写帯電器４から電界または電荷が付与されると、感光ドラム１上に
形成された第１色目のイエロートナー像が記録材Ｐ上に転写される。記録材Ｐは、この転
写により転写ベルト７上に静電吸着力によって強固に保持される。
【００３８】
　引き続いて、記録材Ｐは、第２～第４の画像形成部Ｐｂ，Ｐｃ，Ｐｄの転写部に順次搬
送される。そして、記録材Ｐは、それぞれの画像形成部のそれぞれの感光ドラム１上に形
成されたマゼンタ、シアンおよびブラックのそれぞれの色のトナー像の重畳転写を受ける
。これにより、記録材Ｐ上に４色フルカラーのトナー像が合成形成される。
【００３９】
　４色フルカラーのトナー像が合成形成された記録材Ｐは、転写ベルト７の搬送方向の下
流側において、分離帯電器１０によって除電される。これにより、記録材Ｐの静電吸着力
が減衰され、記録材Ｐは、転写ベルト７の末端から離脱する。特に、低湿環境においては
記録材Ｐが乾燥して電気抵抗が高くなるため、転写ベルト７との静電吸着力が大きくなり
、分離帯電器１０による除電効果は大きくなる。なお、分離帯電器１０は、通常トナー像
が未定着の状態で記録材Ｐを除電することから、非接触帯電器が用いられる。
【００４０】
　転写ベルト７から剥離された記録材Ｐは定着装置Ｆに搬送される。記録材Ｐは、この定
着装置Ｆにおいて加熱されつつ加圧され、それぞれの色トナー像の混色が行われる。その
後、記録材Ｐに対して定着処理が実行されて、フルカラー画像形成物となる。
【００４１】
　片面画像形成モードが選択されている場合には、定着装置Ｆから排出された記録材Ｐは
、第１姿勢に保持されているセレクタ１１の上側を通過して、排紙ローラ１２により排紙
口１３から機外の排紙トレイＩ上に排紙される。
【００４２】
　両面画像形成モードが選択されている場合には、定着装置Ｆを出た１面目定着済みの記
録材Ｐは、第２姿勢に切換えられたセレクタ１１によって反転再給紙機構Ｊ側に進路変更
される。そして、この反転再給紙機構Ｊの反転部１４（スイッチバック機構）において、
表裏反転されて両面搬送パス１５に搬送され、中間トレイ１６に一旦収納される。
【００４３】
　中間トレイ１６に収納された記録材は、所定の制御タイミングで駆動された給紙ローラ
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によって中間トレイ１６からレジストローラ９に向けて送り出される。この記録材Ｐは、
レジストローラ９から再度、転写ベルト機構Ｅの転写ベルト７上に２面目が上向きの状態
で給紙される。そして、１面目に対する画像形成の場合と同様に、第１～第４の画像形成
部Ｐａ，Ｐｂ，Ｐｃ，Ｐｄにより２面目に対する４色フルカラーのトナー画像の合成形成
が実行される。
【００４４】
　２面目にトナー像が形成された記録材Ｐは、転写ベルト７から分離されて定着装置Ｆに
搬送される。そして、この定着装置Ｆにおいて、記録材Ｐは、その２面目のトナー像が定
着されて、第１姿勢に切り換えられたセレクタ１１の上方を通過し、排紙ローラ１２によ
り排紙口１３から機外の排紙トレイＩ上に両面画像形成物として排出される。
【００４５】
　また、画像形成物としては、モノクロ画像形成物または単色画像形成物の出力も可能で
ある。この場合は、その画像形成モードを選択すると、第１～第４の画像形成部Ｐａ，Ｐ
ｂ，Ｐｃ，Ｐｄのうちの選択された画像形成モードに対応した画像形成部だけが画像形成
動作を行う。他方、他の画像形成部は感光ドラムの回転駆動はなされるけれども画像形成
動作はなされず、画像形成動作した画像形成部の転写部において、転写ベルト機構Ｅで搬
送される記録材にトナー像を転写するシーケンスが実行される。
【００４６】
　　（定着装置Ｆ）
　図３に、この第１の実施形態による定着装置Ｆの拡大図を示す。この第１の実施形態に
よる定着装置Ｆは、例えばベルト定着器である。
【００４７】
　図３に示すように、ベルト定着器Ｆは、第１の定着ローラ５１、分離ローラ５３および
テンションローラ５４を有して構成されている。分離ローラ５３は、第１の定着ローラ５
１（以下、定着ローラ５１）から所定間隔を保って配設されている。テンションローラ５
４は、分離ローラ５３の上方に配設されている。
【００４８】
　これらの３本のローラ（定着ローラ５１、分離ローラ５３、テンションローラ５４）間
は、エンドレス（無端状）の定着ベルト５７によって懸回張設されている。この定着ベル
ト５７を挟んで、定着ローラ５１に対峙して圧接される加圧ローラとしての第２の定着ロ
ーラ５２（以下、加圧ローラ５２）が設けられている。
【００４９】
　そして、定着ローラ５１と分離ローラ５３との間の定着ベルト５７の部分において、分
離ローラ５３側に寄った位置に、定着ベルト５７の外面に当接されて補助ローラ５５が配
設されている。
【００５０】
　また、定着ベルト５７の内側で、定着ローラ５１と分離ローラ５３との間に、定着ロー
ラ５１と分離ローラ５３との間の定着ベルト部分を空冷する冷却ファン５６が設けられて
いる。上述した定着ローラ５１、加圧ローラ５２、分離ローラ５３、テンションローラ５
４および補助ローラ５５は、互いに実質的に並行になるように配列されている。
【００５１】
　ここで、定着ローラ５１としては、同心円状の３層構造が採用されている。この３層構
造は、ローラ中心から、コア部分、弾性層および離型層からなる。コア部分は、直径４４
ｍｍ、厚さ５ｍｍのアルミニウム製中空パイプにより構成される。弾性層は、ＪＩＳ－Ａ
硬度５０度、厚さ３００μｍのシリコンゴムにより構成される。離型層は、厚さ５０μｍ
のＰＦＡにより構成される。コア部分の中空パイプ内部には、熱源（ローラ加熱ヒータ）
としてのハロゲンランプ５８が配設されている。
【００５２】
　また、加圧ローラ５２においても定着ローラ５１におけるとほぼ同様の構成が採用され
ているが、弾性層には、厚さが３ｍｍのシリコンゴムが用いられる。これは弾性層によっ
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て定着ニップを稼ぐためである。また、コア部分の中空パイプ内部には、熱源（ローラ加
熱ヒータ）としてのハロゲンランプ５９が配設されている。
【００５３】
　定着ローラ５１と加圧ローラ５２とは、定着ベルト５７を挟ませて所定の押圧力で圧接
させて記録材搬送方向において所定幅の加熱部、加圧部としての定着ニップ部Ｎを形成さ
せている。加圧ローラ５２の加圧力は、総圧で４９０Ｎ（５０ｋｇｆ）とした。このとき
の定着ニップ部Ｎの幅は５ｍｍであった。
【００５４】
　ここで、定着ローラ５１の表面硬度は、定着ベルト５７に合わせて選択される。定着ロ
ーラ５１の表面硬度が軟らかいと定着ベルト５７が撓んでしまい、トナーを記録材の受容
層の中に十分に押し込めずトナー段差が残ったままになってしまう。そこで、定着ベルト
５７の硬度が低い（柔らかい）場合は、定着ローラ５１の硬度を十分高く（硬く）するた
めに、弾性層を薄くしたり、必要に応じて弾性層を無くしてＰＦＡの表層のみとしたり、
さらには、アルミニウムのコアのみを用いたりすることも可能である。
【００５５】
　定着ベルト５７は、この第１の実施形態においては、後述するようにシロキサン変性ポ
リイミドの単層のベルトが用いられる。なお、ベルト表面（記録材Ｐに接する面）は鏡面
状に形成されている。
【００５６】
　また、定着ローラ５１は、駆動機構（図示せず）によって図２中矢印方向（時計回り）
に所定速度で回転駆動される。そして、この定着ローラ５１の回転駆動によって、定着ベ
ルト５７が矢印の方向（図３中時計回り）に回動状態になる。分離ローラ５３、テンショ
ンローラ５４、加圧ローラ５２および補助ローラ５５は、定着ベルト５７の回転に伴って
従動回転する。定着ベルト５７は、テンションローラ５４によって所定の張力が与えられ
ている。
【００５７】
　定着ローラ５１および加圧ローラ５２のそれぞれの内部に配設されたハロゲンランプ５
８，５９に電力が供給されると、ハロゲンランプ５８，５９が発熱して定着ローラ５１お
よび加圧ローラ５２が内部加熱されて表面温度が上昇する。定着ローラ５１および加圧ロ
ーラ５２の表面温度は、それぞれサーミスタ（図示せず）によって検知される。
【００５８】
　このサーミスタにより検知される温度は、制御回路（図示せず）にフィードバックされ
る。制御回路は、それぞれのサーミスタから入力される検知温度が定着ローラ５１と加圧
ローラ５２とにそれぞれ設定された所定温度に維持されるようにハロゲンランプ５８，５
９に供給する電力を制御する。すなわち、定着ローラ５１と加圧ローラ５２とは、所定温
度に温調管理され、定着ニップ部Ｎの温度が所定の定着温度になるように管理される。
【００５９】
　転写ベルト機構Ｅ側からベルト定着器Ｆ側に送られた、その表面に未定着トナー画像が
形成された記録材Ｐは、定着ニップ部Ｎの定着ベルト５７と加圧ローラ５２との間に導入
されて定着ニップ部Ｎを挟持搬送される。
【００６０】
　そして、記録材Ｐの未定着トナー画像面が定着ベルト５７の表面に対面する。記録材Ｐ
は、定着ニップ部Ｎを挟持搬送されていく過程で加熱および加圧され、それぞれの色トナ
ー像の混色および記録材Ｐへの定着が行われる。これとともに、記録材Ｐは定着ベルト５
７の表面に密着される。
【００６１】
　その後、記録材Ｐは定着ベルト５７に密着した状態で定着ベルト５７の回転とともに、
定着ニップ部Ｎと分離ローラ５３との間の冷却領域（冷却部）Ｒを搬送される。この冷却
領域Ｒにおいて、冷却ファン５６およびそれを囲むエアダクト５６ａ内を流れるエアフロ
ーの作用により、記録材Ｐは強制的に効率よく冷却される。なお、冷却ファン５６によっ
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て紙面に直交するエアフローが生じる。
【００６２】
　このように定着ベルト５７の表面に密着した状態の記録材Ｐは、冷却領域Ｒで十分に冷
却される。そして、記録材Ｐは、分離ローラ５３の位置に至って、分離ローラ５３により
定着ベルト５７の曲率が変化する領域で定着ベルト５７の表面から自らの剛性（こし）に
より剥離（曲率分離）される。
【００６３】
　補助ローラ５５は、定着ローラ５１から分離ローラ５３にいたる定着ベルト冷却領域Ｒ
の途中において記録材Ｐが定着ベルト５７の表面から剥がれて、画像が乱れたり、搬送で
きなくなったりすることを防止する。
【００６４】
　また、光沢画像形成物を出力するために、記録材Ｐとして表面に樹脂からなるトナー受
容層（受像層、光沢化層）を有する記録材を用いる場合がある。この場合、記録材Ｐが定
着ニップ部Ｎを挟持搬送される過程において定着ニップ部Ｎの熱により、受容層の温度が
上昇して軟らかくなる。また、記録材Ｐには、さらに定着ニップ部Ｎの圧力が加わること
によってトナーがその高温の受容層中に埋没される。これとともに、記録材は定着ベルト
５７の表面に密着される。
【００６５】
　その後、記録材Ｐは定着ベルト５７に密着した状態で定着ベルト５７の回転とともに冷
却領域Ｒを搬送されて強制的に効率よく十分に冷却される。冷却される記録材Ｐは、分離
ローラ５３により定着ベルト５７の曲率が変化する領域で定着ベルト５７の表面から曲率
分離される。
【００６６】
　図４Ａに、記録材Ｐの受容層ｂ上に未定着トナー像ｔが載っている定着前状態の記録材
を示し、図４Ｂに、トナー像が受容層中に埋没された定着後状態の記録材を示す。トナー
像が受容層ｂに埋め込まれた状態で定着させた記録材表面上の受容層ｂと定着トナー像ｔ
ａとは、いずれも鏡面状のベルト表面形状にならって凝固し、記録材表面全面が平滑な面
となるので、光沢性に優れた画像を得ることができる。
【００６７】
　この発明に用いた記録材Ｐについて詳細に説明する。
【００６８】
　すなわち、コート紙は最表層のトナー受容層が定着温度付近で溶けることが最大の特徴
である。これによりトナー像を記録材に定着する際にトナー像がトナー受容層内に埋め込
まれるために上述したトナーによる段差が減少する。
【００６９】
　具体的には、上述した顔料塗工層を有するコート紙に透明樹脂層を設けることによって
、記録材Ｐが製造される。このように製造することにより、下層に顔料層があり高白色で
平滑な面が形成されていることから、最表層の樹脂層に顔料を混ぜる必要がなく、白色度
を上げる機能が不要となる。そのため、表面の熱可塑性の透明樹脂層は、光沢度を上げる
ことと、トナー像を埋め込むといった機能を優先した設計が可能となる。さらに新規にコ
ート紙を製造する必要がないという利点もある。
【００７０】
　このような記録材としては、王子製紙（株）製ＰＯＤスーパーグロスコート紙などが上
市されている。具体的に製造方法の一例を紹介すると、基材上に上述した顔料塗工層を形
成したコート紙をベース紙として、ベース紙の片面、または、両面に、熱可塑性樹脂を、
グラビアコーターなどを用いて塗工することによって、所望のコート紙が製造される。
【００７１】
　また、透明樹脂層を構成する樹脂としては、ポリエステル樹脂、スチレン－アクリル酸
エステル樹脂、スチレン－メタクリル酸エステル樹脂などを用いることができるが、特に
ポリエステル樹脂を用いることが好ましい。ポリエステル樹脂を構成する多価アルコール
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成分と多価カルボン酸成分としては、以下のものを挙げることができる。
【００７２】
　すなわち、多価アルコール成分としては、エチレングリコール、プロピレングリコール
、１，４－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、ジエチレングリコール、トリエチ
レングリコール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチル
グリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ジプロピレングリコール、ポリエチ
レングリコール、ポリプロピレングリコール、ビスフェノールＡにオレフィンオキサイド
を付加したモノマーなどを用いることができる。
【００７３】
　また、多価カルボン酸成分としては、マレイン酸、無水マレイン酸、フマル酸、フタル
酸、テレフタル酸、イソフタル酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、ドデシルコハク酸
、ｎ－オクチルコハク酸、ｎ－ドデシルコハク酸、１，２，４－ベンゼントリカルボン酸
、１，２，４－シクロヘキサントリカルボン酸、１，２，４－ナフタレントリカルボン酸
、１，２，５－ヘキサントリカルボン酸、１，３－ジカルボキシ－２－メチル－２－メチ
レンカルボキシプロパン、テトラ（メチレンカルボキシ）メタン、１，２，７，８－オク
タンテトラカルボン酸、トリメリット酸、ピロメリット酸およびこれらの酸の低級アルキ
ルエステルなどを用いることができる。
【００７４】
　透明樹脂層を構成するポリエステル樹脂は、上述した多価アルコール成分の１種以上と
多価カルボン酸成分の１種以上との重合により合成される。また、トナーの樹脂成分とし
て、カラートナーにおいてはポリエステル樹脂が用いられ、モノクロトナーにおいてはス
チレン－アクリル樹脂が主に用いられている。これにより、透明樹脂層を形成する熱可塑
性樹脂としては、トナーとの相溶性の高いものを選ぶことが好ましい。したがって、ポリ
エステル樹脂、スチレン－アクリル酸エステル樹脂、スチレン－メタクリル酸エステル樹
脂などの中から目的に応じて１種類または２種類以上の混合物が使用される。
【００７５】
　さらに、透明樹脂層には、その透明性を阻害しない範囲内で、顔料、離型剤、導電剤な
どを含有させることができる。その場合、樹脂層全重量に対し、主成分の樹脂量は、８０
重量％以上であることが好ましい。さらに、透明樹脂層は、温度２０℃、相対湿度８５％
において、表面電気抵抗が８．０×１０８Ω以上になるように、組成が調整されたものが
好ましい。なお、表面が定着温度付近で溶ける溶融特性を有するとともに、熱可塑性樹脂
層が設けられたコート紙であれば、必ずしも多層構成に限定するものではなく、顔料など
の様々な添加物を加えることも可能である。また、製造方法に関しても、必ずしも上述に
限定するものではない。
【００７６】
　次に、トナー受容層を構成する樹脂の定着温度付近での溶融特性について説明する。す
なわち、溶融特性は、プラスチック－液状，乳濁状または分散状の樹脂－回転粘度計によ
る定せん断速度における粘度の測定方法（ＪＩＳ　Ｋ　７１１７－２）を用いて粘弾特性
を測定することによって定量化可能である。
【００７７】
　そこで、定着温度付近において表層が溶融する樹脂を有するコート紙の表面について、
この測定を行う。これによると、好ましい貯蔵弾性率は、１５０℃において１×１０7Ｐ
ａ・ｓ以下であり、より好ましい貯蔵弾性率は、１５０℃において１×１０6Ｐａ・ｓ以
下であると考えられる。
【００７８】
　しかしながら、コート紙の表面が多層構成になると、この粘弾性測定ができない場合が
多い。すなわち、最表層は、貯蔵弾性率が１５０℃において１×１０7Ｐａ・ｓの樹脂を
１～５μｍ塗工し、さらに下層に、貯蔵弾性率が１５０℃において１×１０3Ｐａ・ｓの
樹脂を１０～５０μｍ塗工した場合でも、光沢度の変化やトナーを埋め込むといった効果
を得ることができる。
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【００７９】
　また、複数層全体として機能するために、単一樹脂の貯蔵弾性率の組み合わせや、複数
の樹脂を混ぜ合わせた樹脂の貯蔵弾性率においては、光沢度の変化やトナーを埋め込むと
いった効果について表すことが難しい。また、通常のコート紙の最表層樹脂について、こ
のような粘弾性測定が可能となる量を集めることは非常に困難である。
【００８０】
　そこで、この第１の実施形態においては、表層が溶けない通常のコート紙と、定着温度
付近で表層が溶ける樹脂層とを有するコート紙の判別方法について説明する。
【００８１】
　すなわち、まず定着装置にコート紙を突入させ、定着ニップ内にコート紙を５秒間留ま
らせることによって、充分に加熱した後、取り出す。このとき、記録材表面の状態、具体
的には例えば樹脂が溶けているか否かという状態を確認することによって、コート紙の判
別を行う。
【００８２】
　より具体的に、この測定を行うと、定着温度で溶融する樹脂を用いたコート紙において
、紙表面の樹脂が溶けて定着ニップから押し出される。そのため、コート紙には、定着ニ
ップの跡が段差として残る。この段差の有無によって、コート紙の溶融特性を判別するこ
とができる。この段差は、進行方向上流側に樹脂がはみ出すために、上流で樹脂が盛り上
がり、ニップ中で薄くなり、ニップ通過後の下流においては、ニップ下流に溶け出した樹
脂が潰されることから、少し滑らかな段差になる。この段差の高さは、樹脂層の厚みにも
よるが、１～１０μｍ程度である。
【００８３】
　他方、定着温度付近で溶けることのない顔料塗工層を用いたコート紙においては、段差
はほとんど存在せず、ニップにおいて加圧されたことによって滑らかな凹凸となる。また
、加熱によって変色が見られることもある。
【００８４】
　上述した記録材に未定着トナー画像を形成し、定着装置を用いて加熱定着を行った後、
冷却して定着ベルトから剥離することによって、写真調の高光沢な出力画像を得ることが
可能となる。
【００８５】
　　（記録材切断装置）
　次に、この発明の第１の実施形態による切断装置としての記録材切断装置について説明
する。図５に、この記録材切断装置Ｋを示す。
【００８６】
　図５に示すように、記録材切断装置Ｋは、記録材Ｐの搬送方向に対して直角方向に切断
するギロチンカッター６０（第１切断部材）と、記録材Ｐの搬送方向に沿って切断するロ
ータリーカッター６１（第２切断部材）とを用いて記録材を所望のサイズに切断する。
【００８７】
　すなわち、定着装置Ｆにおいて定着された出力記録材Ｐは、図５に示す記録材切断装置
Ｋに搬送される。記録材切断装置Ｋに搬送された記録材Ｐは、まず、搬送ローラ６２によ
ってカッター前レジ検知センサ６３まで搬送される。このカッター前レジ検知センサ６３
により記録材Ｐの位置が確認される。この記録材Ｐの位置の検知情報に応じて、ギロチン
カッター６０の動作が開始される。
【００８８】
　ギロチンカッター６０は、最大通紙幅より長い１枚歯のカッターが、その歯の長手方向
が記録材搬送方向に対して直角になるように配置される。また、この歯が記録材Ｐの上方
から下方に下降することによって、記録材Ｐを搬送方向に対し直角に切断可能である。ま
た、記録材Ｐの搬送自体は、搬送ローラ６４，６５，６６，６７により行われる。
【００８９】
　　（画像処理方法）
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　次に、この第１の実施形態による画像処理方法について説明する。図６に、複数の画像
を単一の記録紙上に形成するための画像処理方法を実行するためのシステムのブロック図
を示す。
【００９０】
　図６に示すように、画像処理を実行するためのシステムは、中央情報処理装置（ＣＰＵ
）１０１、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）に代表されるＣＰＵに直結した内部記憶装
置１０２、ハードディスクに代表される外部記憶装置１０３、セントロニクス、ＳＣＳＩ
、ＵＳＢなどに代表される周辺機器制御装置１０４および画像形成装置１０５を有して構
成されている。
【００９１】
　このように構成されたシステムにおいて、まず操作者（ユーザ）により、コンピュータ
などの画像情報処理装置（図示せず）が操作される。そして、画像の出力に関して、出力
部数とともに、画像形成情報としてＣＰＵ１０１に供給される。
【００９２】
　続いて、ＣＰＵ１０１により、内部記憶装置１０２上の画像配置決定プログラムコード
が逐次実行される。これにより、外部記憶装置１０３に格納された画像データが単一用紙
上に配置する方法を決定される。そして、それぞれの画像に対する出力位置情報が生成さ
れる。
【００９３】
　ＣＰＵ１０１により、生成された出力位置情報および画像データから最終的な出力情報
が生成される。また、ＣＰＵ１０１により、この出力情報に基づいて、出力画像データが
内部記憶装置１０２上にビット列としてロードされる。出力画像データは周辺機器制御装
置１０４を介して、画像形成装置１０５に転送される。画像形成装置１０５により、与え
られた出力情報に従って複数画像を単一の用紙上に配置した画像が出力される。
【００９４】
　以上のように画像が割り付けられた状態を図７に示す。図７に示すように、Ａ４ワイド
サイズ（３２０ｍｍ×２１６ｍｍ）の記録材Ｐに対して、ＫＧ判（１５２ｍｍ×１０２ｍ
ｍ）の画像（割り付け部分）が４面に割り付けられて画像が形成される。
【００９５】
　　（記録材切断装置）
　次に、記録材切断装置Ｋに通紙された場合について説明する。すなわち、図５に示すよ
うに、まず、記録材Ｐの先端位置Ａがレジ検知センサ６３により検知されたとき、ギロチ
ンカッター６０が上方に移動され、記録材Ｐの搬送が待機される。そして、先端位置Ａが
搬送ローラ６４を通過して、ギロチンカッター６０の真下に到達した段階で、搬送ローラ
６４が停止し、記録材Ｐの搬送が停止される。
【００９６】
　この記録材Ｐおよび搬送ローラ６４の停止に応じて、カッターモータ（図示せず）が動
作する。これにより、ギロチンカッター６０が下降して、図７に示す記録材Ｐの先端位置
Ａが搬送方向に対してほぼ直角に切断される（図７中左側点線部）。その後、ギロチンカ
ッター６０は、再度上昇して上方の所定位置で停止される。
【００９７】
　次に、搬送ローラ６４が再び動作する。これにより、記録材Ｐが再び搬送されて記録材
Ｐの先端位置が搬送ローラ６５に送り込まれる。なお、このとき切断された残余部分（切
れ端）は、切断装置下方に自由落下して、図５に示す収納部であるゴミ箱７０に回収され
る。
【００９８】
　続いて、記録材Ｐが搬送されて、ギロチンカッター６０の真下に中間位置Ｂが到達した
段階で、搬送ローラ６４，６５が停止され、記録材Ｐの搬送が停止される。この時点にお
いて、再びカッターモータが動作し、ギロチンカッター６０が下降する。そして、記録材
Ｐの中間位置Ｂが搬送方向に対して直角に切断される。ギロチンカッター６０は再び上昇
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して上方の所定位置で停止する。
【００９９】
　一連の動作により、記録材Ｐは搬送方向に対して図８に示すような先端位置Ａから中間
位置ＢまでのＰ１と、中間位置Ｂから後端までのＰ２に切断される。
【０１００】
　次に、搬送ローラ６４，６５が再び動作して記録材Ｐ１，Ｐ２は再び搬送される。記録
材Ｐ１は、搬送ローラ６５によってロータリーカッター６１に搬送される。記録材Ｐ２は
、搬送ローラ６４、６５によって再び搬送される。そして、後端位置Ｃがギロチンカッタ
ー６０の真下に搬送された時、上述と同様にして、記録材Ｐの搬送が停止されて、ギロチ
ンカッター６０が上下に動作して後端部Ｃの切断が行われる。
【０１０１】
　ここで、ロータリーカッター６１について説明する。すなわち、ロータリーカッター６
１は円盤状の歯から構成されている。そして、個々の歯が記録材Ｐの搬送方向に対して平
行になるように、かつその並びが記録材Ｐの搬送方向に対して直角方向になるように、複
数個並べて配置されている。
【０１０２】
　この歯が回転し、回転中の歯に記録材Ｐが搬送されてくると、搬送方向に沿って記録材
を自動的に切断することができる。ここで、搬送ローラ６５によって、上述した記録材Ｐ
１が回転するロータリーカッター部６１まで搬送されると、記録材Ｐ１は、自動的に搬送
方向に切断される。なお、ロータリーカッター６１の位置を所望のサイズに応じて決定す
ることによって、様々なサイズに切断することができる。
【０１０３】
　具体的に、例えば上述したＫＧサイズの場合、手前側と奥側に１個ずつ、中央に２個、
それぞれカッターを配置することによって、図９に示すように、記録材Ｐ１を搬送方向に
対して直角方向に並んだ記録材Ｐ３，Ｐ４の２枚に切断することが可能となる。
【０１０４】
　切断された記録材Ｐ３，Ｐ４は、搬送ローラ６６，６７によって機外に排出される。続
いて、ギロチンカッター６０によって切断された記録材Ｐ２は、ロータリーカッター６１
の位置まで搬送されて、上述と同様にして記録材Ｐ５，Ｐ６に切断されて機外に排出され
る。
【０１０５】
　また、このロータリーカッター６１の歯の位置を、手動または自動で記録材の搬送方向
に対して直角方向に移動させることによって、記録材Ｐを種々のサイズで切断可能となる
。さらに、このロータリーカッター６１の歯をギロチンカッター６０と同様に上方に移動
させておけば、記録材Ｐを切断しないようにすることも可能となる。
【０１０６】
　以上のようにして、Ａ４ワイドサイズの記録材Ｐを、図９に示すような４つのＫＧサイ
ズＰ３、Ｐ４、Ｐ５、Ｐ６の４枚の記録材として出力することが可能となる。そして、こ
の方法によれば、例えばＡ４の記録材Ｐの１枚の画像形成時間で、ＫＧサイズ判などの記
録材を４枚出力することが可能となるため、単位時間あたりの出力枚数を向上させること
ができる。
【０１０７】
　ところが、この場合、例えば上述した記録材Ｐ６に画像が形成されていない場合でも白
紙の出力物が排出される。そこで、この第１の実施形態においては、図１０に示すように
、搬送ローラ６６，６７間に記録材Ｐの搬送方向に対して直角方向に、複数のフラッパ６
８を設ける。なお、図１０においては、１つのフラッパ６８が示されているが、さらに奥
側に、他のフラッパ６８が設けられている。これにより、切断された個々の記録材Ｐ３～
Ｐ６のうちの出力画像が無い記録材がゴミ箱７０に回収されるように構成される。
【０１０８】
　また、フラッパ６８は、樹脂または金属からなる。図１１に示すように、フラッパ６８
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は支点６９を中心に上下に移動可能な形状を有している。なお、画像が形成されているか
否かに関しては、制御部としてのＣＰＵ１０１による画像情報量に基づいて判断可能であ
る。
【０１０９】
　すなわち、１ジョブ中に出力する総画像枚数（画像形成手段によって形成される画像の
数）と、１枚の記録材に配置する画像枚数（一枚の記録材における前記複数の割り付け部
分の数）（ここでは４枚）とによって、切断後の出力物に白紙があるかないかが判断され
る。なお、切断前の記録材に複数の画像を配置できるようにしたときに、切断前の記録材
のどの部分を白紙とするかは予め設定されている。例えば、１枚の記録材に４枚の画像を
配置できるような上記の形態の場合には、切断後の記録材について白紙が１枚発生するよ
うなときには、図７における右下の箇所を白紙とするように、あらかじめ設定される。白
紙が２枚発生する場合には、図７における右下の箇所と、右上の箇所を白紙とするように
予め設定されている。白紙が３枚発生する場合には、図７における右下の箇所、右上の箇
所および左下の箇所を白紙とするように予め設定されている。
【０１１０】
　すなわち、画像形成された記録材Ｐが搬送ローラ６６に搬送されてくると、フラッパ６
８は図１０に示す位置となって通常通り機外に排出される。他方、画像が形成されていな
い、いわゆる白紙の記録材Ｐが搬送ローラ６６に送られてくると、フラッパ６８は、図１
２に示す位置になって、白紙の記録材が下方のゴミ箱７０に落下される。これにより、白
紙の記録紙は機外に排出されない。
【０１１１】
　このように、ＣＰＵ１０１は、総画像枚数（画像形成手段によって形成される画像の数
）と、一枚の記録材に配置する画像枚数（一枚の記録材における前記複数の割り付け部分
の数）とによって、切断後の出力物に白紙があると判断すると、画像が形成されている出
力物と白紙とを分別するように分別手段としてのフラッパ６８を動作させる。この実施形
態においては白紙部分は上述のように予め設定されている。よって１ジョブ中の総画像ペ
ージ数と、記録材に配置する画像枚数から判断できる白紙枚数に基づいて、ＣＰＵはフラ
ッパ６８による分別動作を制御する。フラッパ６８によって分別された、画像が形成され
ている出力物と白紙とは上述したように、それぞれ装置外と、装置内のゴミ箱７０とに移
動される。
【０１１２】
　このように、それぞれの画像Ｐ３～Ｐ６に対応してフラッパ６８の位置を切り替えるこ
とにより、Ｐ３～Ｐ６それぞれを機外へ排出するか否かを切り替えることができる。
【０１１３】
　以上のようにすることで、高光沢の出力画像を、単位時間内に多量に出力することがで
き、かつ白紙の場合は機外へ排出されないので、ユーザに煩わしい作業を与えることも無
い。
【０１１４】
　また、切断された後の記録材のうち画像形成が行われているもののみを出力することに
より、ユーザの煩わしい作業を排除しつつ、単位時間内で多量の出力が可能となる。また
、この第１の実施形態によれば、ユーザの煩わしい作業を排除しつつ、高光沢の出力画像
を、単位時間内に多量の出力をすることができる。また、この第１の実施形態によれば、
機外に出力されない記録材が機外に出力される記録材のサイズより小さく切断されること
により、より多量の記録材を機内で回収可能となる。
【０１１５】
　　（第２の実施形態）
　次に、この発明の第２の実施形態による切断装置および画像形成装置について説明する
。この第２の実施形態においては、第１の実施形態と異なり、記録紙Ｐにエアを吹き付け
ることにより、記録材の排出方向の切り替えを行うようにしたものである。
【０１１６】
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　図１３に示すように、エア吹き付け装置は、搬送ローラ６６，６７の間に配置されてい
る。記録材切断装置Ｋの裏側に設置された分別手段としてのファン（図示せず）によって
外気を吸入される。そして、ダクト７２を介して噴出口７１から記録材Ｐにエアが吹き付
けられる。エアの噴出口７１は、搬送ローラ６６、６７の間において、記録材Ｐ面より上
方から記録材面に向けて複数箇所に設けられている。これらの噴出口７１から記録材Ｐの
表面に、上方からエアを吹き付けられる。
【０１１７】
　また、噴出口７１はシャッタによって開閉可能に構成され、記録材Ｐ上の画像形性の有
無に応じて、シャッタの開閉が制御される。すなわち、画像形成されている記録材が搬送
ローラ６６に送られてくると、シャッタが閉の状態となってエアが吹き付けられない。そ
の段階で、記録材Ｐは上方からのエアによる風圧を受けないため、搬送ローラ６７に搬送
される。
【０１１８】
　他方、画像形成されていない記録材が搬送ローラ６６に搬送されると、シャッタが開状
態になりエアの吹き付けが行われる。これにより、記録材Ｐは上方からのエアの風力を受
けて搬送ガイド７３の下方側に送られる。これにより、選択された記録材がそのままゴミ
箱７０に自由落下して回収される。
【０１１９】
　このシャッタの開閉動作は、図９に示す記録材Ｐ３，Ｐ４，Ｐ５，Ｐ６における画像の
有無に応じて切り替えられる。これにより、画像が形成されていない白紙の記録材は機外
に排出されず、ゴミ箱７０に回収される。
【０１２０】
　以上説明したように、この第２の実施形態によれば、高光沢の出力画像を単位時間内に
多量に出力することができるとともに、画像が形成されていない場合には、記録材が機外
に排出されないため、ユーザに煩わしい作業を与えることも無い。
【０１２１】
　　（第３の実施形態）
　次に、この発明の第３の実施形態による切断装置について説明する。この第３の実施形
態は、図８に示す状態において、Ｐ１に２面の画像があり、かつＰ２に画像形成が行われ
ていない場合、すなわち、記録材Ｐの搬送方向に対して直角方向が全て白紙の場合の切断
の制御に関するものである。
【０１２２】
　上述した第１および第２の実施形態においては、ロータリーカッター６１により切断さ
れた後に、画像形性の有無に応じて機外への排出が切り替えられる。これに対し、ゴミ箱
７０に送られる白紙の面積が大きいと、ゴミ箱７０内で整然と積み重ねることが難しくな
り、その容積を有効利用することが困難になるということが発生しやすくなる。そこで、
この第３の実施形態においては、ゴミ箱７０の容積を有効に使用できるように回収する白
紙を裁断して回収させるようにした。
【０１２３】
　すなわち、記録材Ｐがギロチンカッター６０によって記録材Ｐ１と記録材Ｐ２とに切断
され、記録材Ｐ２がすべて白紙だった場合、記録材Ｐ２は、ロータリーカッター６１に搬
送されないように構成されている。すなわち、記録材Ｐ２は、ギロチンカッター６０を何
度も上下に移動させながら記録材Ｐ２を徐々に搬送して裁断し、ゴミ箱７０に自由落下さ
せるようにする。
【０１２４】
　このように構成することによって、ゴミ箱７０中において、白紙が乱雑に積み重なりに
くくなり、ゴミ箱７０の容量を有効利用することができる。そして、ユーザがゴミ箱７０
のゴミを処理する間隔を長くすることができ、使い勝手を向上させることができる。
【０１２５】
　以上、この発明の種々の実施形態について具体的に説明したが、この発明は、上述の実
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施形態に限定されるものではなく、この発明の技術的思想に基づく各種の変形が可能であ
る。例えば、上述の実施形態において挙げた数値はあくまでも例に過ぎず、必要に応じて
これと異なる数値を用いてもよい。
【０１２６】
　例えば上述の第１の実施形態においては、Ａ４ワイドサイズをＫＧ判に切断する例を述
べたが、必ずしもこのサイズに限定するものではなく、他のサイズの記録材についても切
断のタイミングと切断の位置を合わせることによって、同様の効果を得ることができる。
【０１２７】
　また、例えば上述の第１の実施形態においては、冷却手段５６としては、ファンを用い
ているが、接触型の冷却方式を採用することも可能であり、ペルチェ素子、ヒートパイプ
または水の循環型冷却装置を用いることも可能である。
【図面の簡単な説明】
【０１２８】
【図１】この発明の第１の実施形態による定着装置が搭載された画像形成装置の構成を示
す模式図である。
【図２】この発明の第１の実施形態による画像形成装置における第１～第４の画像形成部
および転写ベルト機構部分を示す拡大図である。
【図３】この発明の第１の実施形態による定着装置の拡大図である。
【図４】図４Ａは、記録材の受容層上に未定着トナー像が載っている定着前状態の記録材
の模式図であり、図４Ｂはトナー像が受容層中に埋没された定着後状態の記録材の模式図
である。
【図５】この発明の第１の実施形態による記録材切断装置部分の概略図である。
【図６】この発明の第１の実施形態による画像形成装置の画像形成処理装置の概略を示す
ブロック図である。
【図７】この発明の第１の実施形態による切断装置により切断される記録材の図である。
【図８】この発明の第１の実施形態による切断装置により切断される記録材の模式図であ
る。
【図９】この発明の第１の実施形態による切断装置により切断される記録材の模式図であ
る。
【図１０】この発明の第１の実施形態による切断装置に用いられるフラッパを示す略線図
である。
【図１１】この発明の第１の実施形態による画像形成された記録材を出力する時のフラッ
パの配置状態を示す図である。
【図１２】この発明の第１の実施形態による白紙の記録材を出力する時のフラッパの配置
状態を示す図である。
【図１３】この発明の第２の実施形態によるエア吹き付け装置を示す略線図である。
【符号の説明】
【０１２９】
　１　感光ドラム
　２　ドラム帯電器
　７　転写ベルト（記録材担持体）
　８　ポリゴンミラー
　９　レジストローラ
　１０　分離帯電器
　１１　セレクタ
　５１　定着ローラ
　５２　加圧ローラ
　５３　分離ローラ
　５４　テンションローラ
　５５　補助ローラ
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　５６　冷却ファン
　５７　定着ベルト
　５８，５９　ヒータ
　６０　ギロチンカッター
　６１　ロータリーカッター
　６２　搬送ローラ
　６３　レジ検知センサ
　６４，６５，６６，６７　搬送ローラ
　６８　フラッパ
　６９　支点
　７０　ゴミ箱
　７１　エア噴出し口
　７２　ダクト
　７３　搬送ガイド
　１０１　ＣＰＵ
　１０２　内部記憶装置
　１０３　外部記憶装置
　１０４　周辺機器制御装置
　１０５　画像形成装置
　Ｆ　定着装置（ベルト定着器）
　Ｇ１，Ｇ２　記録材カセット
　Ｉ　排紙トレイ
　Ｊ　両面搬送部
　Ｋ　記録材切断装置
　Ｐ１～Ｐ６　記録材
　Ｐａ～Ｐｄ：第１～第４の画像形成部
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